
 
 
 
 
 
 
 
 
第４章 豊かなＩＴ社会の実現に向けて 

ＩＴを活用した豊かな地域社会を実現する

ため、次に示す推進体制と連携協力関係のも

とで、本計画の取組を推進します。 



１ 計画の推進体制 
本県では、平成１２年１０月にあいちＩＴ活用推進本部を設置して以来、ＩＴ施策の総合的な推進

を図るあいちＩＴアクションプランの策定作業を進めるとともに、早期に対応を必要とする電子地

方政府構築検討会をはじめ、統合型ＧＩＳ検討会、ＩＴＳ推進検討会などにおいて、当面必要とな

る個別課題についても、庁内横断的に検討を進めてきました。 
 一方、ブロードバンド化の急速な進展をはじめとした状況のもとでは、計画の目標年度である

平成１７年度までに予測しえない劇的な変化が起こり得る可能性があることから、本県のＩＴ施策

に大きく影響を及ぼす国の施策動向や最新の技術動向に迅速に対応できる体制、また、福祉・

医療、学術・文化、環境など各分野の重点施策を総合的に推進・調整する体制が求められま

す。 
 このため、電子地方政府の推進を始め今後更に重要性を増す県民生活に密着した分野にお

いて、それぞれの関係部局がより効果的なＩＴ活用施策が展開できるよう、平成１４年度以降、あ

いちＩＴ活用推進本部の下に総合的な推進体制を構築します。 
 
（１）あいちＩＴアクションプラン推進部会の設置 
 計画の基本的目標を実現するため、関係部局主管課長及び関係課室長を構成員とした「あ

いちＩＴアクションプラン推進部会」を設置し、各分野の課題に応じて有識者からの助言を求める

とともに、最新の技術動向や社会的要請の掌握と適確な課題認識の共有化を図り、各部局の取

り組むＩＴ関連施策が適切に推進されるよう取組を進めます。 
 
（２）電子地方政府基盤構築部会の設置    
 特に電子地方政府の構築にあたっては、初期段階において認証基盤の整備や総合文書管

理システムの構築をはじめとする取組を迅速かつ総合的に行う必要があることから、重複投資や

技術的な食い違いを避けるとともに、統一的な技術方針に基づき各システム間の調整・連携を

図る推進体制を整備する必要があります。                   
 このため、情報主管課である企画振興部情報企画課を中心に、あいちＩＴ活用推進本部幹事

会の下で新たに電子地方政府基盤構築部会を設置し、全庁的な技術方針を示しながら、技術

面での日常的な情報共有を図るとともに、個別のシステム開発における問題を総合的な視点か

ら解決する体制を構築します。 
 
（３）*ＣＩＯ（最高情報統括責任者）の設置の検討 
 さらに、多部局にまたがる電子地方政府関連施策をはじめ、各分野のＩＴ関連施策を強力に推

進するため、部局の壁を越えたリーダーシップを取ることのできるＣＩＯ（最高情報統括責任者）

の設置について検討します。 
 
 
２ 業務改革の取組との連携 
 平成１３年１２月策定の「改訂愛知県第三次行革大綱（県庁改革プログラム）」に明記されている

とおり、「電子地方政府関連システム等ＩＴの導入にあたっては、その導入効果を最大限に発揮

できるよう業務プロセスの見直しを行い、事務の簡素化・効率化・迅速化を図るとともに、県民サ
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ービスの向上を実現する」ことが極めて重要な課題だと言えます。 
 平成１４年度からは、従来より設置されていた愛知県事務改善委員会（事務局：総務部総務課）

の下に「ＢＰＲ推進部会」が新たに設置されることとなり、全庁の業務改革を主導する総務部と、

あいちＩＴ活用推進本部（事務局：企画振興部情報企画課）の下で業務改革におけるＩＴ導入を

技術面からサポートする企画振興部との密接な連携により、業務プロセスの見直しに関する総

合的な取組を進めることとします。 
 
 
３ 多様な主体との連携協力関係の強化 
 各分野におけるＩＴ施策の展開に際しては、国の施策動向を常時把握することが必要であると

ともに、高度な技術を伴う専門的事項が多いため、民間企業との情報交換や大学等研究機関と

の連携が不可欠となります。 
 このため、地域の産学行政が有する資源を最大限に活用し、目標の実現に向けた取組が相乗

効果を発揮できるよう多様な主体との連携・協力関係を強化することが必要です。 
 
（１）国のモデル事業・実証実験等への参画 
 県が取り組む多様な分野におけるＩＴ活用策については、国の政策動向に大きく左右されるも

のであることから、その動きを見極めつつ各省庁において取り組まれるモデル事業や実証実験

などの誘致を積極的に行い、先導的な取組への参画を進めます。 
 
（２）市町村との連携の強化 
 県民への行政サービスの向上を目的とする電子地方政府・電子自治体の推進にあたっては、

県内市町村ごとに格差が生じないよう県レベルでの広域的な取組による均衡のとれた地方自治

体のＩＴ化を進める必要があります。 
 このため、共通課題の解決のため県と県内市町村で構成する協議会の設立について検討を

進めるとともに、総合行政ネットワークや汎用受付システムなどの共同運用を行うデータセンター

の段階的な整備について検討します。 
 
（３）産学行政の多様な連携の促進 
 企業・大学における情報通信関連の研究開発を促しつつ、情報通信分野への新規参入、既

存のモノづくり産業と情報通信技術の融合を進めるため、地域の産・学・行政の交流・連携支援

機能を整備していく必要があります。 

  このため、産学連携コンソーシアムへの提案公募による「産学提案型情報技術活用先進シス

テム構築事業」の展開など、地元企業等を主体として、多彩な活動に対応できる産学連携グル

ープの形成促進を図ります。また、創業後間もないＩＴベンチャー企業に対しては、インキュベー

ト施設を整備し、インキュベータマネージャー（ＩＭ）によるコーディネートや、愛知県中小企業支

援センターを中核とする県試験研究機関、（財）科学技術交流財団、商工会議所・商工会などの

関係機関との連携の下に、多様なソフト支援サービスを展開していく中で、産学行政の多様な連

携を促進していきます。 

 また、道路交通分野にとどまらず、福祉、環境、安全など広範囲な県民生活分野へのＩＴＳ技術
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の活用による快適な地域づくりをめざすため、愛知県ＩＴＳ推進協議会（平成１０年７月設立）を中

心とした各種支援、普及活動を推進し、実証実験や地域づくりへの応用に向け、各事業主体（国、

県、県内市町、警察、道路公団）との連携を進めます。 

 
（４）民間活力の積極的活用      
 システムの開発・運用、セキュリティ確保など高度なＩＴの技術導入が求められる電子地方政府

の構築にあたり、トータルコストを削減し、変化の早い情報通信技術の動向に対応するため、開

発から運用まですべてを委託業者にまかせるアウトソーシングやＡＳＰの活用について検討を進

めます。 
 
（５）隣接県等との連携 
 IT が地域振興の強力なツールとしての期待が高まっている中で、電子自治体の推進をはじめ、

県域を越えた様々なプロジェクトへの対応など、隣接県等との情報交換を密接に行い、多様な

分野での連携を進めます。 

 
 
４ 計画のフォローアップ 
 県民生活にかかわる広範囲な分野において、国の政策動向や社会情勢等を踏まえつつ、有

識者から意見・助言を受けながら、この計画に基づく各分野のＩＴ施策のより良い進め方を点検・

確認し，新たな施策の展開へと活かしていく仕組みが必要です。 
 平成１４年度以降は、あいちＩＴ活用推進本部幹事会の部会として設置する「あいちＩＴアクショ

ンプラン推進部会」及び「電子地方政府基盤構築部会」の中で、計画の５つの目標に沿った各

分野のＩＴ施策について、進捗状況をとりまとめ、円滑な推進が図られるよう、関係幹事及び関係

課室の協議・検討により点検と見直しを定期的に行っていくこととします。 

 両部会においては、関係幹事、関係課室による庁内検討のみでなく、個別分野の課題に関係

する有識者の意見を積極的に取り入れながら、進捗状況の点検や新たな目標の確認などを行う

こととし、ＩＴ活用推進本部幹事会において広範囲な行政分野にわたる課題と重点的な取組事項

について総合的に掌握し、具体的な施策展開へと結びつけるものとします。 
 
 



新 た な 推 進 体 制  
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個別課題検討体制 
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公共事業支援統 

合情報システム 

（CALS/EC） 

推進会議 

（事務局：建設部
行政手続推進連絡会議

（事務局：総務部） 
電子地方政府基盤

構築部会 
（関係課室長で構成）
 

 など 
 愛知県･県内市町村情報主管課連絡会議 
     （事務局：企画振興部） 
・愛知県・県内市町村情報化協議会（仮称）の設置検討 
・愛知県自治体データセンター（仮称）の検討 




